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1. はじめに 

災害大国である我が国は，災害の経験を教訓として災害に強い社会を作ってきた．地域の事後の災害復興や

事前の災害耐性向上への投資は，予算案や条例案などの防災行政施策として地方自治体の議会で議論される．

台風などの豪雨災害は頻度が比較的高く経験も蓄積されているが，巨大地震津波による大災害は低頻度である

がゆえに経験に乏しく他地域の経験であっても教訓とすべきである． 

平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震とその後の大津波に起因する東日本大震災は，日本各地での防

災施策に大きな影響を与え，地方議会での議論に反映されてきたことが予想される．そこで，本研究では，地

方議会での議論において，災害や防災に対する関心や意識の大きさが災害地からの距離に反比例し，時間とと

もに低減するという仮説を立て，都道府県議会の定例会での議事録を基に「災害」と「防災」の語が出現する

回数の経年変化を調べて検証する． 

２．調査方法 

 関東地方と関西地方の 12都府県を対象に，各都府県議会のウェブサイトで公開されている平成 15～28年（地

方自治法により，地方議会は年単位である）の 14年間の定例会議事録を用いて，「災害」と「防災」という語

の出現数と発言内容について調査した．「災害」は災害に対する怖れ・不安を反映した語，「防災」は災害を対

処すべきリスクと捉えて対策する態度を反映した語である． 

 関東地方の 7つの自治体（東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県，栃木県，群馬県，茨城県）と関西地方の 5

つの自治体（大阪府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和歌山県）を対象として比較検討した． 

３．調査結果 

 図-1に平成 15～28年（地方自治法により，地方議

会は年単位である）の 14年間の「災害」と「防災」

の総出現回数を示す．これら 2つの語を災害対策の

議論の量を代表する指標と考えると，神奈川県，東

京都，埼玉県が上位にあり，続いて滋賀県，千葉県

である．これらは，14年で 1万回出現している．一

方で，栃木県，奈良県，大阪府が下位にあり 5千回

台以下である．このように約 2倍の差がある． 

 ここでは，時間変化を検討するため，自治体毎に

定例会の会議日数が異なることを考慮して，平均出

現回数（総出現回数/会議日数）を対象とする．図-2

に(a)関東地方，(b)に関西地方の「災害」と「防災」

の散布図を示す．震災前の相関係数で p値が 0.05を

越えて有意性のない栃木県，群馬県を除けば，0.71

～0.9 と強い相関が認められ，原点を通る回帰直線の

係数は 0.7～1.3（平均 0.95）であった．震災後は，神

奈川県と和歌山県以外，相関係数に有意性が認めら

れなかった．関西では「災害」の語が増えても「防

災」の語が伸びないが，東京で「災害」の語の伸び

以上に「防災」の語が増えるのとは対照的である． と
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図-1 地方自治体議会における平成 15～28年の 14年

間での「災害」と「防災」の総出現回数 
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 図-2 「災害」と「防災」の出現回数の散布図 
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から東日本大震災前では「災害」と「防災」の語出現数には高

い相関があり，概ね同程度であることがわかった．そこで，以

降は主に「災害」の語に着目する． 

図-3に関東地方，図-4に関西地方の地方自治体における「災

害」の年間平均出現回数の経年変化を示す．すべての都府県で

共通しているのは，東日本大震災する前年の平成 22年が 14年

間で語の出現数が最も少なく，当該年の 23年に急増して，23

年もしくは 24年が 14年間で最も高いことである．関東地方で

は神奈川県と群馬県で住家の全壊被害はなかったのに対して，

茨城県では死者 66人，全壊住家 2,632 棟の被害を受けたが，経

年変化に顕著な差異は認められなかった．兵庫県と滋賀県では

震災後減少するものの一定の値を保つような推移が見られた． 

また，経年変化の詳細を検討すると，平成 16年に東京都，神

奈川県，兵庫県で，平成 17年に滋賀県で，平成 19年には群馬

県，神奈川県で，平成 21年には兵庫県で増加が認められる．平

成 16年は台風や豪雨災害が日本各地で多発した年である．図-5

に土砂災害と水害による死者・行方不明者数の経年変化を示す．

前述した年はいずれも台風や豪雨による土砂災害と水害に相当

し，これらの災害に関連した対策などが議論されていると思わ

れる．平成 23年には 9月の台風 12号による紀伊半島大水害の

年でもあり，「災害」や「防災」の語だけでは，議論の対象が

わからない．そこで，平成 23年の兵庫県議会における語の出

現回数の定例会単位での変化を 2語に加えて「震災」「地震」

「台風」も併せて検討したところ，6月定例会で「震災」「地

震」の語の増加に併せて「災害」「防災」も増加している．台

風 12号による災害発生を受けて 9 月定例会では，「震災」はや

や減少して「台風」が増え，「災害」はさらに増加するが，12月

定例会には「台風」は減っており，定常状態に移ったと考えら

れる．したがって，「台風」の影響は早い時期に収束し，「災害」

「防災」の増減は東日本大震災とその後の南海トラフ巨大地震

などの影響が大きいと推察される． 

４．結 論 

平成15～28年の地方自治体の議会の議事録に出現する「災害」

と「防災」の語の変化を調べた．東日本大震災の前は「災害」

と「防災」の出現数は相関が高く，概ね同程度の数となるが，

大震災以降は相関が低下し，自治体によって傾向は異なる．出

現数は，台風や豪雨による土砂災害・水害などの被害と高い相関があるが，東日本大震災の影響は大きく，震

災後に増加した出現数は減少するものの，震災後 5年経っても震災前よりも増えており，影響は大きい． 
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図-3 関東地方の地方自治体における「災

害」の年間平均出現回数の経年変化 

図-4 関西地方の地方自治体における「災

害」の年間平均出現回数の経年変化 

図-5 土砂災害と水害による死者・行方不明

者数の経年変化 
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図-6 平成 23 年の兵庫県議会における語の

出現回数の定例会単位での変化 
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